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１ 期     日  令和７年４月２４日（木） 

２ 場     所  教育委員会室 

３ 開     会    午後２時００分 

６ 会議録署名委員  伊 藤 華 英 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 出 席 委 員 教   育   長 竹 居 秀 子 

 教育長職務代理者 大 谷 幸 男 

 委            員 石 田 有 世 

 委            員 伊 藤 華 英 

 委      員 小 山 和 也 

 委      員 堀 田 香 織 

５ 議場に出席した者 教育委員会事務局理事兼管理部長 山 本 高 弘 

 生涯学習部長 深 津 健太郎 

 管理部参事兼学校施設管理課長 木 村 哲 也 

 学校教育部参事 寺 内 啓 容 

 教育総務課長 小 出 博 康 

 教職員人事課副参事 船 田 敦 史 

 教職員給与課長 横 澤 一 輝 

 特別支援教育室長 紺 野 雅 弘 
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７ 議事等の概要 

竹居教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

各委員 

 

竹居教育長 

 

書記 

 

竹居教育長 

 

 

 

 

 

各委員 

 

竹居教育長 

それでは、ただいまから教育委員会会議を開会いたします。 

まず、令和７年４月１日付け人事異動に伴い、新たな書記を任命

したいと思います。 

書記の任命につきましては、さいたま市教育委員会会議規則第５

条第３項に定めがあり「教育長の推薦により職員のうちから委員会

が任命する。」とされております。 

この規定に基づきまして、書記に教育総務課主任 杉田翔を推薦

いたしますが、委員の皆様いかがでしょうか。 

 

＜異議なし＞ 

 

本日は、傍聴を希望する方は、いらっしゃいますか。 

 

おりません。 

 

本日の会議録の署名委員は、伊藤委員にお願いいたします。 

本日の議案について、議案第２２号は議会に関する案件、第２４

号は人事に関する案件、また「その他」の３件目については個人情

報を含む案件であることから、非公開とすることをお諮りしたいと

思いますが、委員の皆さんいかがでしょうか。 

 

＜異議なし＞ 

 

それでは、出席委員全員の賛成をいただきましたので、議案第２

２号、第２４号、「その他」の３件目は非公開となります。 

会議の順番ですが、まず報告第３号から第５号、議案第２３号、

「その他」の１件目、２件目、続いて非公開となる、議案第２２

号、第２４号、「その他」の３件目の順で審議することといたしま

す。 

 

報告第３号 さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行規則の

一部を改正する規則の制定について 

 

竹居教育長 

 

 

教職員人事課

副参事 

それでは、報告第３号につきまして、事務局から説明をお願いし

ます。 

 

議案書の１ページから５ページまでを御覧ください。それでは、

報告第３号「さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する
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竹居教育長 

 

大谷委員 

 

 

 

教職員人事課

副参事 

 

 

 

 

 

条例施行規則の一部を改正する規則の制定について」を御説明させ

ていただきます。 

報告第３号につきましては、規則の一部を改正する規則の制定に

ついて、臨時代理を行ったものでございます。 

５ページを御覧ください。規則の概要を御説明いたします。 

はじめに、１の本規則の「改正理由」でございますが、男女とも

に仕事と育児・介護を両立できる職場環境を整備するため、令和６

年５月に「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律」が改正されたこと、また、令和７年２月議会に

おいて、さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例

の一部改正を踏まえ、所要の改正を行うものでございます。 

続きまして、２の「改正の概要」について説明させていただきま

す。 

⑴「時間外勤務の制限の請求に係るみなし規定の整備」につきま

しては、時間外勤務の免除を申請できる教職員を、これまで、「３歳

未満の子を養育する教職員」としていたものを、「小学校就学前の子

を養育する教職員」に、２月議会において改めたため、それに合わ

せ、規定を整備するものでございます。 

⑵「子の看護休暇の取得要件の拡大」につきましては、特別休暇

である看護休暇について、入園式等の子の行事参加や感染症に伴う

学級閉鎖等の場合に、取得可能となるよう要件を拡大するものでご

ざいます。 

「施行期日」につきましては、令和７年４月１日とするものでご

ざいます。 

説明は以上でございます。 

 

何かありますか。 

 

 教職員の時間外勤務は、職員会議や修学旅行など、かなり限定さ

れているものという認識をしているのですが、そのような場合で

も、申請があれば勤務を免除するということなのでしょうか。 

  

 教員の時間外勤務は、校外実習、修学旅行、職員会議、非常災害

や児童生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合の限定４項目

となっております。この４項目のうち、非常災害等の緊急の措置を

必要とする場合については、免除の申請をしたとしても認められな

いことがあります。しかし、その他の３項目については、時間外勤

務の免除を申請することができます。 
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大谷委員 

 

 

教職員人事課

副参事 

 

竹居教育長 

 わかりました。２点目の看護休暇の取得要件の拡大について、も

う一度伺ってもよろしいですか。 

 

 入園式等の子の行事参加や感染症に伴う学級閉鎖等の場合に、取

得可能となるよう要件を拡大するものでございます。 

 

それでは、この件は終了といたします。 

 

報告第４号 さいたま市教職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部

を改正する規則の制定について 

 

竹居教育長 

 

教職員給与課

長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて、報告第４号について、事務局から説明をお願いします。 

 

報告第４号「さいたま市教職員の初任給、昇格、昇給等の基準に

関する規則の一部を改正する規則の制定について」を御説明させて

いただきます。 

議案書は６ページから１８ページまで、資料は１９ページとなり

ます。 

この報告は、令和６年さいたま市人事委員会勧告を踏まえた教職

員の給与改定を実施するため、令和６年１２月議会において教職員

の給料月額等を改正する条例が可決されたことに伴い、所要の規則

改正を行うことについて、教育長が臨時代理したものでございま

す。 

なお、本規則の改正にあたり、教育職給料表は埼玉県に準じて規

定していることから、埼玉県の改正の有無等が確定したのち、市人

事委員会との協議に諮る必要がございました。その協議日が３月の

定例会後であったこと、また、改正後の規定を令和７年４月１日に

昇格となる教職員へ適用させる必要があったことから、会議を招集

するいとまがないことにより、教育長が臨時に代理したものでござ

います。 

資料１９ページの「令和６年度給与改定に伴う規則改正につい

て」を御覧ください。 

本規則の改正は、市人事委員会の勧告に基づき、令和６年度の教

職員の給料月額を引上げたことに伴い、昇格・降格前後の級・号給

の対応関係を調整するため、昇格時号給対応表及び降格時号給対応

表を改正したものでございます。 

対象は、学校栄養職及び学校事務職とし、市人事委員会規則の相

当職と同様に対応関係を改正しております。教育職につきまして

は、先程申し上げましたとおり埼玉県に準じて規定しており、給料
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竹居教育長 

 

大谷委員 

 

 

 

 

教職員給与課

長 

 

改定後の埼玉県の対応関係に変更が生じないことの確認が取れたこ

とから改正を行っておりません。 

次に、昇格時号給対応表の説明でございますが、教職員を昇格さ

せた際、昇格前の職務の級の号給が、昇格後の職務の級においてど

の号給になるのかを対応させた表となります。また、降格時号給対

応表は、教職員を降格させた際、降格前の職務の級の号給が降格後

の職務の級においてどの号給になるのかを対応させた表となりま

す。 

具体的には、資料の下段にある表を御覧ください。これは、学校

事務職給料表の昇格時号給対応表の１、２級の変更部分を抜粋した

ものです。表の左側が給料改定前、右側が給料改定後となります。 

本規則の改正前において、１級７８号給の学校事務職員が昇格し

た場合は、２級３０号給となります。給料改定前の給料月額は２７

４,６００円から２８６,１００円となり、１１,５００円増額しま

す。 

給料改定後の給料月額は２７８,６００円から２９７,４００円と

なり、１８,８００円増額し、昇格による増額分が給料改定前より大

きくなります。 

このように、規則改正を行わない場合、昨年度に昇格した職員と

比べ、令和７年４月以降に昇格する職員の方が処遇面で有利となる

ことから、昇格するタイミングに関わらず、同様の処遇とするた

め、対応する号給を市人事委員会規則の相当職と同様に調整するも

のです。 

規則改正後は、表の右端のとおり、２級２５号給に対応します。

給料月額は２７８,６００円から２９０,９００円となり、１２,３０

０円増額し、昇格による増額分が給料改定の前後で同額程度となる

よう調整しています。 

説明は以上となります。 

 

何かありますか。 

 

 埼玉県の基準に準じているとのことですが、さいたま市は地域手

当の分、給料は高くなりますか。また、行政事務職員の給与も上昇

しているのでしょうか。最後に、教職員の給与の財源も教えていた

だきたいと思います。 

 

 大谷委員のおっしゃるとおり、埼玉県の地域手当は約８％、さい

たま市の地域手当は１５％ですので、さいたま市の給与のほうが高

いということになります。また、教職員と同様に、行政事務職員の
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小山委員 

 

教職員給与課

長 

 

 

 

 

堀田委員 

 

 

教職員給与課

長 

 

 

 

竹居教育長 

給与につきましても、上昇しております。教職員の給与について

は、３分の１は義務教育費国庫負担金、３分の２は使途は限定され

ていないものの、地方交付税で概ね賄われているものと考えており

ます。 

 

 地域手当の割合の違いを教えてください。 

 

地域手当は国が定めているのですが、市区町村単位で支給割合が

決まっております。さいたま市に勤務する国家公務員の支給割合が

１５％ですので、それに準じて、さいたま市は１５％としておりま

す。しかし、埼玉県の場合は、勤務地域が広域にわたるため、さい

たま市よりも低くなっております。 

 

昇格による増額分について、給料改定の前後で同額程度となるよ

うにしなければならないのはなぜでしょうか。 

 

 昇格制度は、約２０年前に国が導入したもので、昇格によって責

任や職務の困難な度合いが上がることを踏まえて、給与処遇の公平

性の観点から、どの号給から昇格した場合でも、昇格による増額分

が同程度となるようにする必要があり、今回改定するものです。 

 

 それでは、この件は終了といたします。 

 

報告第５号 教職員の失業者の退職手当支給規則の一部を改正する規則の制定につ

いて 

 

竹居教育長 

 

教職員給与課

長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて、報告第５号について、事務局から説明をお願いします。 

 

報告第５号「教職員の失業者の退職手当支給規則の一部を改正する

規則の制定について」を御説明させていただきます。 

議案書は、２０ページから２５ページまでとなります。資料は２６

ページとなります。 

この報告は、雇用保険法等が一部改正され、令和７年４月１日から

就業促進手当のうち就業手当が廃止されたことに伴い、所要の規則改

正を行うことについて、教育長が臨時代理したものでございます。 

教職員の失業者の退職手当の支給については、条例上、市職員の例

によると規定しており、市職員の同規則の改正内容や改正時期を合わ

せる必要がございます。市長部局の改正案の確定が３月の定例会後と

なり、また、改正後の規則の施行日を令和７年４月１日とすることか
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竹居教育長 

 

大谷委員 

 

 

 

ら、会議を招集するいとまがないことにより、教育長が臨時代理した

ものでございます。 

資料２６ページの「教職員の失業者の退職手当支給規則の一部を改

正する規則の制定について」を御覧ください。 

まず初めに、失業者の退職手当について御説明をさせていただきま

す。公務員の退職手当については２種類あり、勤続報償的な意味合い

で退職時に支給される一般の退職手当と、雇用保険法との関係から求

職活動中の生活を保障する目的で創設されている失業者の退職手当が

ございます。 

公務員については、法律で身分が保障されており、民間のように景

気変動による失業が予想されにくいため、雇用保険法の適用対象から

除外されております。しかしながら、公務員といえども一労働者であ

るため、雇用保険の失業給付額程度は保障する必要があるとの考えか

ら、教職員が雇用保険に加入していたと仮定するならば給付されると

見込まれる失業給付の額が、退職時に実際に支給された退職手当の額

を上回っている場合には、その差額分を追加して支給する制度でござ

います。支給の手続などは、雇用保険に準じて行われるため、規則中

の規定においても雇用保険法から引用している箇所がございます。 

資料の１．概要のとおり、本議案は、雇用保険法等の一部を改正す

る法律の施行に伴い、所要の改正を行うものでございます。 

資料上段の就業促進手当の種類等を御覧ください。今回、雇用保険

法に定める就業促進手当のうち、左側の就業手当が令和７年４月１日

より廃止となります。国の説明によりますと、受給者が極めて少数で

あり、さらに減少傾向にあることなどを理由に廃止したということで

ございます。 

下段の新旧対照表（抜粋）を御覧ください。本規則改正の内容です

が、雇用保険法等の一部改正を踏まえ、就業手当にかかる規定の削除

や様式の廃止等を行うものでございます。 

２の施行期日でございます。雇用保険法等の施行日と同様、令和７

年４月１日とするものでございます。 

説明は以上でございます。 

 

何かありますか。 

 

 教職員が失業するというイメージがないのですが、自己都合による

普通退職のことを指しているのでしょうか。もう少し詳しい説明をお

願いいたします。 
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教職員給与課

長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大谷委員 

 

教職員給与課

長 

 

堀田委員 

 

 

 

教職員給与課

長 

 

小山委員 

 

 

教職員給与課

長 

 

 

 

 

堀田委員 

 

教職員給与課

長 

 

竹居教育長 

 非常に分かりづらい制度ですので、失業者の退職手当について、改

めて御説明させていただきます。 

 失業者の定義としましては、雇用保険と同様、退職後に就労の意志

があり、ハローワークで就職活動をしている失業状態にある者となっ

ております。失業者の退職手当は、退職手当額が雇用保険に加入して

いたと仮定した場合に支給される基本手当額より少ない場合にその差

額を支給するものです。雇用保険に準じているため、勤続期間が１２

か月以上であることが条件です。従って、失業者の退職手当の対象と

なるのは、主に給料月額の低い若い方が、短期間で退職した場合とな

ります。 

 

 通常は退職金を支給されるだけということですね。 

 

 はい、大抵の場合、失業者の退職手当を上回る退職金を支給されま

す。 

 

 次の就職先が決まっている人にも関係がないもので、ハローワーク

に通わなければならない事情があるような方のためのものということ

ですよね。 

 

 おっしゃるとおり、就労意志があるものの、就職先が見つかってい

ない方に対して、失業給付と同様の条件で支給する制度です。 

 

 民間企業に勤めている場合、社会保険料を毎月納めていると思いま

すが、公務員の場合はどのようになっているのでしょうか。 

 

 公務員は身分が保障されているため、雇用保険に加入しておりませ

ん。雇用保険として支給することができないため、退職手当という名

目で、雇用保険相当額を支給することになります。 

 なお、再任用教職員等、退職手当の支給対象とならない任用の場合

には、雇用保険に加入しております。 

 

 公務員は共済保険には加入していますよね。 

 

 共済保険は、いわゆる医療保険や年金に相当するものであり、公務

員は強制加入しております。 

  

それでは、この件は終了といたします。 
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議案第２３号 さいたま市教職員の退職手当の支給制限等に関する規則の一部を改

正する規則の制定について 

 

竹居教育長 

 

 

教職員給与課

長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竹居教育長 

 

 

 

各委員 

 

竹居教育長 

続いて、議案第２３号について、事務局から説明をお願いしま

す。 

 

 議案第２３号「さいたま市教職員の退職手当の支給制限等に関する

規則の一部を改正する規則の制定について」を御説明させて頂きま

す。 

 議案書は３４ページから３７ページまで、資料は３８ページとなり

ます。 

資料３８ページの「さいたま市教職員の退職手当の支給制限等に関

する規則の一部を改正する規則の制定について」を御覧ください。 

 「１．概要」ですが、本議案は、先の２月議会において可決された

さいたま市教職員退職手当条例の一部を改正する条例と同様、刑法等

の一部改正により懲役及び禁錮が廃止され、拘禁刑が創設されること

を踏まえ、本規則に規定する様式上の文言を整備するものでございま

す。 

整備する様式は様式第２号「退職手当支払差止処分書」でございま

す。この様式は、教職員が刑事事件で起訴され、判決前に退職した場

合等で、退職手当の支払を差し止める処分を行う際に通知する書面と

なります。 

新旧対照表（抜粋）を御覧ください。改正法の施行に伴い、様式上

で禁錮と規定している箇所を拘禁刑とする改正を行うものでございま

す。 

「２．施行期日」でございます。改正法における当該規定の施行日

と同様、令和７年６月１日とするものでございます。 

説明は以上でございます。御審議の程よろしくお願いいたします。 

 

何かありますか。 

それでは、議案第２３号につきましては、原案のとおりとしてよろ

しいですか。 

 

＜異議なし＞ 

 

出席委員全員の賛成により、議案第２３号は原案のとおり可決され

ました。 

ここで事務局の入替えを行います。準備ができ次第、再開いたしま

す。 



 

10 

 

その他    市長と教育委員会との地方自治法第１８０条の２及び第１８０条の

７の規定に基づく協議の一部を改正する協議の回答について 

 

竹居教育長 

 

 

教育総務課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竹居教育長 

 

 

それでは再開します。「その他」の１件目について、事務局から説

明をお願いします。 

 

 議案書の４６ページから４９ページまでを御覧ください。 

その他「市長と教育委員会との地方自治法第１８０条の２及び第１

８０条の７の規定に基づく協議の一部を改正する協議の回答につい

て」を御説明させていただきます。 

本件につきましては、前回３月の教育委員会会議において議決をい

ただきました内容をもって、文書により、市長への協議をいたしまし

た。 

協議内容は、令和７年８月１日より、さいたま市立浦和大里小学校

プールが供用開始されることにより、条例において市長の権限に属す

るとされる、使用料の減免、還付、回数券の発行にかかる事務につい

て、教育委員会に委任すること、また、令和７年４月１日より、さい

たま市文化財保存活用基金が設置されることにより、この基金の管理

に関することを副教育長その他の教育委員会職員に補助執行させるこ

とを協議するものでございました。 

この度、令和７年３月２５日付けで市長から同意する旨の回答があ

りましたことから、今回、御報告させていただくものでございます。 

説明は以上でございます。 

 

何かありますか。 

それでは、この件は終了といたします。 

 

その他    市長と教育委員会との地方公務員法第２３条の２の規定に基づく協

議の回答について 

 

竹居教育長 

 

 

教育総務課長 

 

 

 

続いて、「その他」の２件目について、事務局から説明をお願いし

ます。 

 

 議案書の５０ページから５３ページまでを御覧ください。 

その他「市長と教育委員会との地方公務員法第２３条の２の規定に

基づく協議の回答について」を御説明させていただきます。 
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竹居教育長 

本件につきましても、前回３月の教育委員会会議において議決をい

ただきました内容をもって、文書により、市長への協議をいたしまし

た。 

協議内容は、「さいたま市立小・中・中等教育・特別支援学校教職

員の人事評価に関する要綱」第１１条（評価項目及び評価要素）の別

表第２について、校長、副校長及び教頭の人事評価の評価領域を５３

ページに記載のとおり変更することを市長と協議するものでございま

した。 

この度、令和７年３月２７日付けで市長から同意する旨の回答があ

りましたことから、今回、御報告させていただくものでございます。 

説明は以上でございます。 

 

何かありますか。 

それでは、この件は終了といたします。 

ここで事務局の入替えを行います。準備ができ次第、再開いたしま

す。 

 

議案第２２号 さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

 

竹居教育長 

 

 

教職員人事課

副参事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは再開します。議案第２２号について、事務局から説明を

お願いします。 

 

 「さいたま市教職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部

を改正する条例の制定について」を説明いたします。議案書２７ペー

ジから３３ページまでを御覧ください。３２ページの提案理由書に沿

って説明いたします。 

 本改正は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律の一部改正等を踏まえ、所要の改正を行うもので

す。 

 改正内容の１点目、提案理由書の２(１)アについて、教育委員会

は、教職員が家族の介護に直面した旨を申し出た場合、仕事と介護の

両立支援制度等の個別の周知及び意向確認を行わなくてはならないこ

ととするものです。 

２点目、２(１)イについて、教育委員会は、教職員が４０歳に達し

た日の属する年度において、当該教職員に対し仕事と介護の両立支援

制度等の情報提供を行わなくてはならないこととするものです。 
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竹居教育長 

 

大谷委員 

 

 

伊藤委員 

 

 

教職員人事課

副参事 

 

石田委員 

 

 

 

教職員人事課

副参事 

 

竹居教育長 

 

３点目、２(１)ウについて、教育委員会は、仕事と介護の両立支援

制度等の利用に係る請求等が円滑に行われるようにするため、研修の

実施等の措置を講じなければならないこととするものです。 

４点目、２(２)アについて、教育委員会は、教職員が本人又はその

配偶者が妊娠し、出産したこと等を申し出た場合、仕事と育児の両立

支援制度等に関する情報提供、個別の意向確認及び意向確認した事項

への配慮を行わなくてはならないこととするものです。 

５点目、２(２)イについて、教育委員会は、３歳に満たない子を養

育する教職員に対する仕事と育児の両立支援制度等に関する情報提

供、個別の意向確認及び意向確認した事項への配慮を行わなくてはな

らないこととするものです。 

施行年月日は、改正内容(１)については公布の日、改正内容(２)に

ついては令和７年１０月１日とするものです。 

なお、さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例につ

いても、市長部局の総務局人事部人事課が、教職員の条例と同様に、

６月議会での提出に向けて準備を進めております。改正内容は同じで

す。 

説明は以上となります。御審議よろしくお願いします。 

 

何かありますか。 

 

 教育委員会が主語になっているものですので、不作為が起きないよ

う、気を付けて実施していただきたいと思います。 

 

改正内容２(１)ウに研修の実施等の措置とありますが、どのような

研修をイメージされていますか。 

 

校長や教頭等、管理職を対象とした研修を想定しております。 

 

 

２(１)イの、仕事と介護の両立支援制度等の情報提供を行うことに

ついて、なぜ４０歳なのでしょうか。もっと若くても、親の介護をす

る方はいるのではないかと思います。 

 

国としては、介護に直面することの多い世代として定めたのではな

いかと考えられます。 

 

それでは議案第２２号につきましては、原案のとおりとしてよろし

いですか。 
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各委員 

 

竹居教育長 

 

＜異議なし＞ 

 

出席委員全員の賛成により、議案第２２号は原案のとおり可決され

ました。 

 

議案第２４号 さいたま市就学支援委員会委員の委嘱及び任命について 

 ＜非公開案件につき内容は省略＞ 

＜議案は原案どおり可決＞ 

 

その他    いじめ防止対策推進法第２８条に規定する重大事態の調査結果の報

告について 

       ＜非公開案件につき内容は省略＞ 

 

竹居教育長 以上をもちまして、本日の教育委員会会議の議事を終了いたしま

す。 

これにて、教育委員会会議を閉会いたします。 

 

８ 閉     会      午後３時０５分 


